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１．はじめに
近年，遠隔操作や自律飛行が可能な無人航空
機（Unmanned Aerial Vehicle（ 以 下，UAV
という。））が普及し，様々な分野で利活用が進
んでいます。
当事務所では，これまでに「農業農村整備に

おけるUAV活用の手引き」及び「UAVを活
用した機能診断調査マニュアル（案）」（図１）
を策定，公表してきました（以下，「手引き」
及び「マニュアル」という）。
この度，最新の改正航空法等を反映した上記図
書を更新（2023（令和５）年12月に事務所HPに掲
載）したことから，無人航空機に関する制度整備を
説明した上で，更新内容の概要を紹介いたします。
なお，以下，「無人航空機」，「UAV」等の用
語の使い分けは各参考資料等に準じた表記とし
ました。
 　　

図１　農業農村整備における UAV 活用の手引き等

２．無人航空機に関する制度整備
（１）安全な飛行のためのルール作り
2015（平成 27）年４月，首相官邸屋上にお

いて小型無人機が発見されたことが，当時，大
きなニュースになりました。これを受け，航空
法の一部改正（同年 12 月施行）により，無人
航空機を「人が乗ることができない飛行機，回
転翼航空機，滑空機，飛行船であって，遠隔操
作又は自動操縦により飛行させることができる
もの」と定め，これまで航空法の規制の対象外
であった無人航空機に飛行ルールが導入されま
した。

（２）航空法等の改正
１）2015（平成 27）年改正
無人航空機の①飛行の禁止空域（許可を得た

場合は飛行可），及び②飛行の方法を定めると
ともに，違反した場合には罰金を科すとされま
した。
２）2020（令和２）年改正
無人航空機の利活用が進む一方で，無人航空

機の事故や違法な飛行の頻発等を受け，無人航
空機の登録制度が創設されました。
３）2021（令和３）年施行規則改正
2021（令和３）年２月に発生した，消防防災

ヘリの活動が無人航空機の飛行により一時中断
されるという事案を受け，緊急用務を行う航空
機が飛行する空域（緊急用務空域）（表１）を
指定，原則，無人航空機の飛行を禁止すること
が可能とされました。
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表１　飛行禁止空域

①空港等の周辺の上空
②地表又は水面から 150m 以上の上空
③人又は家屋の密集している地域の上空
④緊急用務空域

直近では，G7 広島サミット 2023 及び関係閣
僚会合の開催や，令和６年能登半島地震を受け，
当該地に「緊急用務空域」が指定されました。
４）2021（令和３）年改正
①機体の安全性に関する認証制度，及び②操
縦者の技能に関する証明制度（操縦ライセンス）
が創設され，機体認証を受けた無人航空機をラ
イセンス保持者が飛行させる場合，これまでは
許可・承認を必要としていましたが，一定の条
件下で許可・承認を不要とするとともに，国の
許可・承認を受けた上でレベル４飛行（有人地
帯上空での補助者なし目視外飛行）を可能とし
ました。
また，無人航空機を飛行させる者に，事故発
生時の国への報告が義務付けられました。

（３）関連サイト
以下，国土交通省の無人航空機に係るWeb
サイトについて紹介します。
１）無人航空機総合窓口サイト
2022（令和４）年 12 月５日の改正航空法の
施行に伴い，無人航空機の飛行に必要な情報を
まとめた総合窓口サイトが開設されました。
本サイトでは，①無人航空機登録ポータルサ
イト，②無人航空機の飛行許可承認手続サイト，
③無人航空機レベル４飛行ポータルサイト，④
国土交通省 無人航空機（ドローン・ラジコン
機等）の飛行ルール」の各サイトが案内されて
います。
２）無人航空機登録ポータルサイト
無人航空機の登録制度の背景や手順の概要を
解説するとともに，関連するマニュアルやガイ
ドライン，オンライン登録のためのWeb サイ
ト「ドローン情報基盤システム 2.0」が紹介さ
れています。

３）無人航空機レベル４飛行ポータルサイト
レベル４飛行に係る各種制度，①機体認証，

②無人航空機操縦者技能証明，③運航ルールに
ついて紹介するとともに，レベル４飛行の実現
によって開かれる未来像が描かれています。
４）緊急用務空域の公示
最新の緊急用務空域の指定状況は，国土交通

省のホームページ「無人航空機（ドローン・ラ
ジコン機等）の飛行ルール」に掲載されており，
同サイトにおいて，飛行前に必ず事前確認する
ことが義務づけられています。

３．UAV の施策への位置づけ
（１）小型無人機に関する関係府省庁連絡会議
首相官邸屋上において小型無人機が発見され

た事案を受け，小型無人機に関して必要なルー
ルを早急に整備する必要から「小型無人機に関
する関係府省庁連絡会議」を設置するとともに，
小型無人機の活用により産業，経済，社会に変
革をもたらす「空の産業革命」の実現を推進す
るため「小型無人機に係る環境整備に向けた官
民協議会」（以下，官民協議会という）を設立
されました。

（２）官民協議会
官民の専門家や関係者により，「空の産業革

命」の実現に向け，2016（平成 28）年４月，「小
型無人機に関する利活用と技術開発のロード
マップ」において，2020 年代頃からは自律飛
行するドローンが活躍する社会（レベル４）を
実現することを目指し，そのために必要な技術
開発と環境整備を進めていくことが取りまとめ
られました。

（３）土地改良長期計画等での位置づけ
１）土地改良長期計画（令和３年度～７年度）
施設の点検や機能診断等の更なる省力化・高

度化を図るための研究開発，実証調査を推進し
ていくことの重要性を整理するとともに，その
技術の一つとして，ICTや AI と並んでドロー
ン（無人航空機）等のロボットの活用が位置付
けられました。
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２）「インフラ長寿命化計画（行動計画）」
農業水利施設を対象とした予防保全型の老朽
化対策の戦略的な推進のためのツールとして，
無人航空機（UAV）等のロボットの活用が位置
付けられるとともに，UAV等の新技術について，
技術開発や導入状況等を踏まえ，技術図書に反
映することが重要であると整理されました。
３）農業水利施設の機能保全の手引き
状態監視保全の適用を広げる新技術の導入の
項で，「従来の調査手法では点検・診断ができ
ない現場条件での診断技術やドローン等のロ
ボットやデジタル技術を活用した診断技術が開
発されており，これら新技術による点検や機能
診断等への活用が期待されている。」と位置付
けられています。

４．農業農村整備における UAV 活用手引き
（１）概要
本書は，国職員等が，普及著しいUAVを農
業農村整備の課題解決のために安全かつ効果的
に運用するための入門書として取りまとめてい
ます。（表２）

表２　手引きの構成

 （２）手引きの改定
主な変更箇所について項に沿って紹介しま
す。

１）「1.3　UAV とは」 
飛行ルールの対象となる機体重量（機体本体

＋バッテリー）の下限を200gから 100gに変更。
２）「3.2　UAV 情勢」
レベル４飛行（有人地帯での補助者なし目視

外飛行）が一定の条件下で可能となったことを
追記。
レベル１：目視内での操縦飛行 
レベル２：目視内飛行（自動／自律飛行） 
レベル３：無人地帯における目視外飛行 
レベル４：有人地帯における目視外飛行

３）「4.1.1　飛行許可申請」 
国土交通大臣の許可や承認が必要となる空域

及び方法での飛行を「特定飛行」と呼ぶこと及
び，新たな飛行禁止空域「緊急用務空域」につ
いて追記。
４）「4.1.2　無人航空機の飛行形態」
飛行形態のカテゴリー判定（表３）が導入さ

れ，カテゴリーに応じて手続きが異なること
（図２）を追記。

表３　カテゴリー判定

 

図２　飛行カテゴリーの決定フロー
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５）「4.1.3　ドローン情報基盤システム」
無人航空機の許可・承認制度に係る３つのシ
ステム（飛行許可申請，飛行計画通報，無人航
空機の登録）が 2021（令和４）年 12 月に「ド
ローン情報基盤システム 2.0」へ統合され，全
ての申請を１つのアカウントで対応可能となる
等，申請に係るワンストップサービスが実現さ
れたことを追記。
６）「4.1.4　機体登録手続き」 
2021（令和４）年６月に無人航空機の登録が
義務化され，機体重量 100g 以上の無人航空機
が登録対象となること，航空局から発行される
登録記号を機体に貼付することが求められるこ
と，また，登録記号を含む機体識別情報（リモー
ト ID機能）の発信が必要となることを追記。
７）「4.1.5　機体認証手続き」 
無人航空機の安全基準への適合性（設計，製
造過程，現状）を検査する機体認証制度が創設
されたこと，形式認証を受けた機体（主に量産
機）については，機体毎に行う機体認証の検査
の全部又は一部が省略されること，また，機体
認証・型式認証は，第一種（レベル４相当）と
第二種に区分され，有効期間は３年（第一種機
体認証は１年）となることを追記。
８）「4.4　その他，準備品」
特定飛行を行う場合に，飛行日誌の携行が義
務化され，違反者には罰金が科せられることか
ら，準備品リストに「飛行日誌」を追加すると
もに，飛行時の安全確保に資するいくつかの機
器を追記。
９）「５．UAV 飛行技術」
無人航空機を飛行させる者に，事故等の報告
及び負債者救護が義務付けられたことを追記。
10）「5.1　免許，資格」
改正航空法における操縦者の技能に関する証
明制度（操縦ライセンス）の創設を受け，①技
能証明の試験は国が指定する者（指定試験機関）
が行う，②国の登録を受けた講習機関の講習を
修了した場合は実地試験が免除される，③技能
証明は一等（レベル４相当）及び二等に区分さ

れ有効期間は３年，④技能証明を取得した場合，
飛行許可・承認申請が不要となる場合があるこ
とを追記。
11）「6.6　機体の点検」
20 時間の飛行毎に，無人航空機の点検（部

品交換の必要性，通信系統・推進系統・電源系
統及び自動制御系統は正常に作動するか等）を
実施することが位置付けられたことから，本書
にも追記。
12）「6.7　飛行計画の通報と飛行日誌の作成」
特定飛行を行う場合，「飛行計画」（飛行の日

時・経路，機体の登録記号及び種類，操縦者の
技能証明番号等）の通報と「飛行日誌」（飛行
記録，日常点検記録，点検整備記録）の作成が
義務付けられ，飛行計画の通報は「ドローン情
報基盤システム」を用いてオンラインで行うこ
とを追記。
なお，特定飛行に当たらない場合でも飛行計

画の通報と飛行日誌の作成は推奨されていま
す。
13）「6.9　事故等発生の報告と対応」
表３に該当する無人航空機の事故等が発生し

た場合，無人航空機を飛行させた者は「ドローン
情報基盤システム」の事故等報告機能を用いて
速やかに報告する必要があることを追記（表４）。

表４　報告が必要となる事態

５．UAV を活用した機能診断調査マニュアル
（案）

（１）概要
本書は，農業水利施設の機能診断調査の効率

化等を図ることを目的としたUAVの活用につ
いて，基本的な考え方と実施方法等を総論的に
整理しており，図３の下線部が適用範囲です。
具体的には，UAVに搭載したカメラで撮影
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した写真から，対象の形状を復元する画像処理
ソフト（SfM）により生成されたオルソ画像，
または三次元モデルを使用して健全度評価を行
う調査の手法，安全な利用方法，及び調査時の
留意点等を整理しています。
 

図３　機能診断（下線部が UAV に関する作業）

（２）本マニュアル利用時の注意点
現時点のUAVを活用した機能診断調査は，
使用する機器（UAV，搭載カメラ 等）やソフ
ト（画像処理ソフト，ひび割れ自動抽出ソフト）
の性能から一定の限界があることを念頭に，適
用に当たっては各々の特性を十分に考慮する必
要があります。

（３）マニュアルの改定
１）「2.1.2　機能診断項目の対比」
従来の点検手法（目視・計測）とUAVを利
用した場合の作業効率の違いについて，「UAV
計測点検手法の手引き－海岸保全施設及び農業
水利施設－」（国際航業株式会社，国立研究開
発法人 農業・食品産業技術総合研究機構）か

ら引用・紹介。
２）「2.4.4　UAV 飛行計画」
前述の計測点検手法の手引きから，①解像

度・焦点距離が異なるカメラをUAVに搭載し
て行われたコンクリート構造物のひび割れ等の
変状調査の比較検証結果，及び「砂防設備点検
におけるUAV活用の手引き（案）」（北陸地方
整備局）から，②直近年の写真撮影以外の多様
なUAVを用いた調査技術（写真測量，レーザ
測量，サーモグラフィ調査，グリーンレーザ測
量等）について引用・紹介。
３）「2.8.2　機能診断評価の手順」
農業水利施設の機能診断に係る技術開発の紹

介として，AI 技術の応用を試みた事例「AI に
よる画像判定」を追加。
作業のフローは図４のとおりであり，写真撮

影では，オーバーラップ率の高い撮影や，画像
の歪みを抑えるために施設に対して正対し撮影
を行うこと等に留意することを付記。

図４　診断作業フロー

４）航空法改正に伴う変更
飛行ルールや関連手続きについて，改正航空

法等を反映して修正・追記。

６．無人航空機の安全な飛行
本稿で紹介する手引き等では，無人航空機の

安全な飛行を確保するために必要な事項（機体
の点検，事前の現場条件の確認等）や留意点等
について，多くのページを割いて解説していま
す。
一方，無人航空機の事故の原因は，操縦ミス

のほか，機体の整備不良，障害物やGPS（GNSS）
受信状況・電波干渉等の事前確認不足など様々
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なケースがあり，多くの無人航空機の操縦に係
る図書類やWeb サイトにおいて，自身の操縦
技術や機体性能，手引き・基準類等を過信する
ことなく，常に安全に対する意識を保つように
注意喚起がなされています。
また，無人航空機の事故等の報告の義務化の
目的は，原因究明と再発防止とされており，安
全な飛行の学習に，事故事例は貴重な教材にな
るといえます。
無人航空機の事故事例は，国土交通省の
Web サイト（無人航空機の事故等の報告及び
負傷者救護義務）の他，無人航空に係る各団体
のサイトでも紹介されていますのでご参照下さ
い。

７．UAV を用いた機能診断技術の検証
全国の土地改良調査管理事務所では，ストッ
クマネジメント技術の向上を図るため，機能診
断調査に係る新しい技術について，現場での実
践を通じた有効性・適用性の検証に取り組んで
います。
UAVを用いた機能診断技術も検証テーマの
一つであり，従来の近接目視調査を代替する手
法として適用可能か等の視点から，飛行・撮影
条件，撮影画像の活用範囲，経済性・効率性等
について検証が行われ，得られた知見の蓄積が
重ねられています。

８．おわりに
今回の手引き等の改正は，主に改正航空法等

を反映させ，飛行ルール等を更新したものです。
UAVを用いた機能診断は，従来の調査手法

の多くを代替するには至っていませんが，今
後，上記検証の継続的な実施及びUAVや関連
機器・ソフトの性能の向上に伴い，段階的に適
用範囲が広がり，機能診断調査の省力化等が図
られることが期待されます。
当事務所でも，上記の動向を注視し，適宜，

新しい情報を手引き等に反映していきたいと考
えています。
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